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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第３四半期連結
累計期間

第43期
第３四半期連結
累計期間

第42期
第３四半期連結
会計期間

第43期
第３四半期連結
会計期間

第42期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

営業収益（千円） 65,556,33370,322,76721,692,20623,689,71188,305,845

経常利益（千円） 2,451,3843,186,703563,6911,216,1283,648,148

四半期（当期）純利益（千円） 1,274,4741,916,243221,384 763,5511,908,801

純資産額（千円） － － 12,703,85314,154,19613,570,227

総資産額（千円） － － 32,239,36035,568,46433,141,365

１株当たり純資産額（円） － － 863.16 988.48 892.50

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
85.21 132.03 15.10 53.55 128.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － － 53.55 －

自己資本比率（％） － －  39.2  39.6 40.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,893,4082,138,768 － － 1,850,868

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△3,670,257△2,240,069 － － △3,903,609

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,884,3531,074,244 － － 2,139,295

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 4,201,224 4,162,5403,112,630

従業員数（人） － － 554 581 551

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．第42期第３四半期連結累計（会計）期間、第43期第３四半期連結累計期間及び第42期の潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当社グループは、株式会社リロ・ホールディング（当社）を中心に、連結子会社17社および持分法適用関連会社６社

により構成されております。

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　　　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 581（319）

　（注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２．従業員には嘱託社員は含まれておりません。

３．パートタイマーおよびアルバイトは（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

 

（２）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 42 （－）

　（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

 　　　２．従業員には嘱託社員は含まれておりません。

３．パートタイマーおよびアルバイトは（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

当社グループでは生産業務は行っておりませんので、該当事項はありません。

（２）受注実績

該当事項はありません。

（３）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日 
　至　平成21年12月31日)

前年同四半期比（％）

リロケーション事業（千円） 20,647,061 9.3

福利厚生代行サービス事業（千円） 2,016,913 △1.8

リゾート事業（千円） 649,961 33.0

その他の事業（千円） 375,775 40.9

合計（千円） 23,689,711 9.2

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間の日本経済は、アジアを中心とする外需の伸張から生産や輸出の一部に持ち直しの兆し

が見られ、国内における景気対策なども加わり復調が期待されましたが、消費や雇用は依然として低迷し厳しい環境

が続きました。

　このような環境下においても、主力事業である企業福利厚生のアウトソーシングサービスは底堅く、中でも住宅分野

において「リライアンス」の管理戸数を順調に積み増しました。また、個人消費低迷の影響を受けておりましたリ

ゾート事業においても、「ポイントバケーション京都岡崎」の開設を契機に新規会員の獲得が伸張いたしました。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間における連結業績は、営業収益236億89百万円（前年同期比9.2％増）、経

常利益12億16百万円（同115.7％増）、四半期純利益７億63百万円（同244.9％増）と増収増益となりました。

 

セグメント毎の業績は以下のとおりであります。

　

①リロケーション事業

　当事業は、企業福利厚生の中でも住宅や転勤に関する様々なアウトソーシングサービスを提供しています。

　「転勤の間だけ家を貸したい」という従業員の皆様の悩みを解決すべく、世に先駆けて事業化した「リロケーショ

ンサービス」をはじめとして、物件検索等の転居支援サービス「リロネット」、借上社宅管理業務のフルアウトソー

シングサービス「リライアンス」、海外赴任業務支援サービス「海外赴任ｎａｖｉ」などが主なサービスです。

　当第３四半期連結会計期間におきましては、企業のコスト削減に対するニーズを背景に、引き続き「リライアンス」

の管理戸数が増加しました。加えて、企業が所有する寮や社宅に対する管理人派遣サービスにおいても、新規顧客の獲

得が堅調に推移しております。

　これらの結果、営業収益206億47百万円（前年同期比9.3％増）、営業利益６億32百万円（同26.0％増）となりまし

た。

 

②福利厚生代行サービス事業

　当事業は、顧客企業の従業員の皆様にレジャー・ライフサポート等の福利厚生制度を提供する「福利厚生倶楽部」

と、提携企業の会員組織に対し、ロイヤルティ・プログラムを提供する「クラブオフアライアンス」を運営しており

ます。

　当第３四半期連結会計期間は、「福利厚生倶楽部」において既存顧客へのフォロー営業を積極的に展開した他、サー

ビスオペレーションの更なる業務効率化も推し進めることができました。

　これらの結果、営業収益20億16百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益５億53百万円（同4.6％増）となりました。

 

③リゾート事業

　当事業は「使う分だけ別荘を所有する」をコンセプトとしたポイント制タイムシェアプログラム「ポイントバケー

ションリロ」を運営しております。

　個人消費は引き続き低迷しておりますが、かねてから取り組んでまいりました広告宣伝費を中心とするコスト削減

に加えて、「ポイントバケーション京都岡崎」の開設を契機として、主に関西地域における新規会員の獲得が伸張し

たことも寄与いたしました。

　これらの結果、営業収益６億49百万円（前年同期比33.0％増）、営業利益64百万円（前年同期は98百万円の損失）と

なりました。

 

④その他の事業

　当事業は主力事業に関連する事業分野として、主に金融保険事業で構成されております。

　当第３四半期連結会計期間においても、「リライアンス」の管理戸数が増加したことに伴い、付帯サービスである

「リロ補償」の収益などが伸張いたしました。

　これらの結果、営業収益３億75百万円（前年同期比40.9％増）、営業利益97百万円（同46.8％増）となりました。

 

（資産・負債の状況）

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は355億68百万円（前連結会計年度末比7.3％増）となり、また、負債合計は

214億14百万円（同9.4％増）、純資産合計は141億54百万円（同4.3％増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて10億49百万

円増加し、41億62百万円となりました。

 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況、およびキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記

のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、12億45百万円（前年同期比６億90百万円の増

加）となりました。税金等調整前四半期純利益12億７百万円を計上した一方で、法人税等５億82百万円、敷金及び保証

金41百万円を差入れたことなどが主な要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、19億94百万円（前年同期比15億32百万円の減

少）となりました。関係会社株式の取得に19億27百万円、有形固定資産の取得により56百万円を支出したことなどが

主な要因であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は、24億56百万円（前年同期比16億19百万円の減

少）となりました。長期借入金として20億円を調達したことなどが主な要因であります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動　

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

（２）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,210,000

計 60,210,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,158,720 15,158,720ジャスダック証券取引所

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数　100株 

計 15,158,720 15,158,720 － －

　（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年６月27日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 704　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 140,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,525

新株予約権の行使期間
自　平成16年７月１日

至　平成24年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,525

資本組入額　　　  763

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に

関する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行

役員、使用人または監査役であることを要するものとす

る。また、これらの新株予約権者は退任又は退職後１年以

内に限って権利行使を認める。ただし以上の行使条件以

外で権利行使を認める場合は、新株予約権者が退任また

は退職までに取締役会が正当な理由があるとして権利行

使を認めた場合とする。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２．平成17年１月26日開催の取締役会の決議により、平成17年５月20日付で１株を２株とする株式分割を行って

おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

３．平成18年５月25日開催の取締役会の決議により、平成18年６月１日付で新株予約権の行使の条件を変更して

おります。これにより新株予約権者が新株予約権の権利行使時において取締役、執行役員または使用人である

ことに加え「または監査役」であることを追加、及び「新株予約権者が退任または退職後までに取締役会が

正当な理由があるとして権利行使を認めた場合」の旨を追加しております。
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②　平成16年６月25日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 652

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 130,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,705

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月３日

至　平成26年６月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,705

資本組入額　　　  853

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に

関する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行

役員または使用人ならびに当社監査役であることを要す

るものとする。ただし権利行使時にこれらの地位を喪失

した場合であっても当社取締役会が正当な理由があると

認め、その者の権利行使を認めた場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係

会社の取締役、執行役員または使用人ならびに当社監査

役との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めると

ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により　

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

２．平成17年１月26日開催の取締役会の決議により、平成17年５月20日付で１株を２株とする株式分割を行って

おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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③　平成17年６月24日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 845

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 84,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,541

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月２日

至　平成27年６月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,541

資本組入額　　　  771

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に

関する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行

役員または使用人ならびに当社監査役であることを要す

るものとする。ただし権利行使時にこれらの地位を喪失

した場合であっても当社取締役会が正当な理由があると

認め、その者の権利行使を認めた場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係

会社の取締役、執行役員または使用人ならびに当社監査

役との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めると

ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を

喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成20年６月26日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 561

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 56,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,313

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月26日

至　平成25年７月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,313

資本組入額　　　  657

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に

関する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行

役員または従業員ならびに当社監査役であることを要す

るものとする。ただし権利行使時にこれらの地位を喪失

した場合であっても当社取締役会が正当な理由があると

認め、その者の権利行使を認めた場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係

会社の取締役、執行役員または従業員ならびに当社監査

役との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を

喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。また、発効日以降付与対象者の権利放棄により

一部を消却しております。
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②　平成21年６月25日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数（個） 2,221

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 222,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,281

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月26日

至　平成25年７月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　1,281

資本組入額　　　  641

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても当社または当社

の関係会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に

関する規則第８条第８項の定義による。）の取締役、執行

役員または従業員ならびに当社監査役であることを要す

るものとする。ただし権利行使時にこれらの地位を喪失

した場合であっても当社取締役会が正当な理由があると

認め、その者の権利行使を認めた場合はこの限りでない。

　新株予約権者が死亡した場合には、相続人がこれを行使

することができる。権利の質入れは認めない。権利行使に

かかる年間の払込額の合計は１千２百万円を超えないも

のとする。その他の条件については、株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と対象の当社ならびに当社の関係

会社の取締役、執行役員または従業員ならびに当社監査

役との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める

ところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権者は、本新株予約権を他に譲渡することはで

きない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を

喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 15,158,720 － 2,561,293 － 2,754,397
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（５）【大株主の状況】

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動等は把握しておりません。

  

（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    900,400 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 　普通株式 14,256,800 142,568 同上

単元未満株式 　普通株式　　　1,520 － 同上

発行済株式総数 15,158,720 － －

総株主の議決権 － 142,568 －

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社リロ・ホール

ディング

東京都新宿区新宿四丁目

３番23号
900,400－　 900,400 5.94

計 － 900,400－　 900,400 5.94

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 795 905 1,145 1,280 1,295 1,410 1,475 1,390 1,305

最低（円） 709 750 902 1,055 1,124 1,1661,251　 1,095 1,125

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日付をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,274,321 3,225,897

受取手形及び営業未収入金 2,599,446 3,916,969

有価証券 100,212 100,654

販売用不動産 377,941 414,475

貯蔵品 111,048 128,938

前渡金 5,525,665 5,246,186

その他 2,704,954 2,478,050

貸倒引当金 △15,879 △16,107

流動資産合計 15,677,710 15,495,065

固定資産

有形固定資産

建物 3,774,841 3,701,831

減価償却累計額 △973,625 △792,044

建物（純額） 2,801,215 2,909,787

工具、器具及び備品 819,444 898,335

減価償却累計額 △636,261 △684,394

工具、器具及び備品（純額） 183,183 213,941

土地 1,034,807 1,029,608

建設仮勘定 1,677 8,500

その他 231,988 229,431

減価償却累計額 △73,938 △57,696

その他（純額） 158,049 171,734

有形固定資産合計 4,178,932 4,333,572

無形固定資産

ソフトウエア 691,478 687,037

のれん 286,052 223,540

その他 22,610 23,286

無形固定資産合計 1,000,141 933,864

投資その他の資産

投資有価証券 6,144,859 4,332,722

敷金及び保証金 7,189,311 6,835,416

その他 1,424,692 1,252,073

貸倒引当金 △47,183 △41,348

投資その他の資産合計 14,711,680 12,378,863

固定資産合計 19,890,754 17,646,300

資産合計 35,568,464 33,141,365
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 1,044,859 1,644,507

短期借入金 2,091,107 1,282,375

1年内返済予定の長期借入金 890,400 485,200

未払法人税等 553,150 759,309

前受金 7,109,822 6,838,755

賞与引当金 85,800 156,771

その他 1,623,445 1,251,984

流動負債合計 13,398,585 12,418,903

固定負債

長期借入金 4,584,300 3,393,500

債務保証損失引当金 80,235 85,150

長期預り敷金 3,283,938 3,607,770

負ののれん 8,157 8,754

その他 59,050 57,059

固定負債合計 8,015,682 7,152,234

負債合計 21,414,267 19,571,138

純資産の部

株主資本

資本金 2,561,293 2,561,293

資本剰余金 2,754,397 2,754,397

利益剰余金 10,209,381 8,860,873

自己株式 △748,252 △1,152

株主資本合計 14,776,820 14,175,412

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,525 4,608

土地再評価差額金 △426,133 △426,133

為替換算調整勘定 △262,200 △225,050

評価・換算差額等合計 △682,807 △646,574

新株予約権 24,361 4,850

少数株主持分 35,821 36,538

純資産合計 14,154,196 13,570,227

負債純資産合計 35,568,464 33,141,365
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業収益 65,556,333 70,322,767

営業費用 57,783,784 62,688,226

営業総利益 7,772,548 7,634,540

販売費及び一般管理費 ※1
 5,115,295

※1
 4,613,738

営業利益 2,657,253 3,020,802

営業外収益

受取利息 32,314 18,441

受取配当金 17,961 22,452

持分法による投資利益 － 181,042

その他 22,663 38,768

営業外収益合計 72,939 260,705

営業外費用

支払利息 35,797 28,735

為替差損 87,412 26,012

自己株式取得費用 － 25,587

持分法による投資損失 139,468 －

その他 16,129 14,469

営業外費用合計 278,807 94,804

経常利益 2,451,384 3,186,703

特別利益

債務保証損失引当金戻入額 4,950 4,915

貸倒引当金戻入額 2,758 2,126

その他 3,227 －

特別利益合計 10,935 7,041

特別損失

固定資産除却損 － 3,097

投資有価証券評価損 16,779 －

減損損失 45,691 －

臨時損失 － ※2
 11,194

その他 7,632 －

特別損失合計 70,102 14,291

税金等調整前四半期純利益 2,392,218 3,179,452

法人税、住民税及び事業税 1,036,049 1,196,185

法人税等調整額 80,232 67,741

法人税等合計 1,116,281 1,263,926

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,462 △717

四半期純利益 1,274,474 1,916,243
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

営業収益 21,692,206 23,689,711

営業費用 19,240,818 21,026,071

営業総利益 2,451,387 2,663,640

販売費及び一般管理費 ※1
 1,670,960

※1
 1,547,992

営業利益 780,427 1,115,647

営業外収益

受取利息 9,976 4,289

持分法による投資利益 － 111,464

その他 3,101 23,397

営業外収益合計 13,077 139,151

営業外費用

支払利息 15,409 9,670

為替差損 56,113 25,590

持分法による投資損失 153,720 －

その他 4,569 3,409

営業外費用合計 229,813 38,670

経常利益 563,691 1,216,128

特別利益

固定資産売却益 227 －

債務保証損失引当金戻入額 － 2,949

特別利益合計 227 2,949

特別損失

固定資産売却損 328 －

臨時損失 － ※2
 11,194

その他 － 9

特別損失合計 328 11,203

税金等調整前四半期純利益 563,591 1,207,873

法人税、住民税及び事業税 233,788 376,165

法人税等調整額 105,509 64,416

法人税等合計 339,297 440,581

少数株主利益 2,908 3,741

四半期純利益 221,384 763,551
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,392,218 3,179,452

減価償却費 546,915 494,520

減損損失 45,691 －

のれん償却額 13,981 13,981

貸倒引当金の増減額（△は減少） △529 5,623

賞与引当金の増減額（△は減少） △73,479 △70,971

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △4,950 △4,915

受取利息及び受取配当金 △50,275 △40,893

支払利息 35,797 28,735

持分法による投資損益（△は益） 139,468 △181,042

有形固定資産除却損 － 3,097

投資有価証券評価損益（△は益） 16,779 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,375,586 1,587,822

たな卸資産の増減額（△は増加） 307,338 54,424

営業貸付金の増減額（△は増加） △463,602 △97,803

仕入債務の増減額（△は減少） △879,415 △879,149

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △756,845 △353,895

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △16,310 △323,293

その他 35,474 △44,759

小計 2,663,841 3,370,933

利息及び配当金の受取額 64,788 157,653

利息の支払額 △40,642 △32,505

法人税等の支払額 △1,039,995 △1,402,343

法人税等の還付額 245,415 45,029

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,893,408 2,138,768

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 22,876 －

有形固定資産の取得による支出 △110,641 △140,152

ソフトウエアの取得による支出 △111,071 △218,940

関係会社株式の取得による支出 － △1,927,800

投資有価証券の取得による支出 △3,473,032 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 154,542

貸付けによる支出 － △30,000

その他 1,611 △77,719

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,670,257 △2,240,069
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △115,262 811,276

長期借入れによる収入 4,000,000 2,000,000

長期借入金の返済による支出 － △404,000

自己株式の取得による支出 △485,000 △772,687

配当金の支払額 △515,384 △560,859

その他 － 515

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,884,353 1,074,244

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27,606 21,473

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,079,897 994,416

現金及び現金同等物の期首残高 3,121,326 3,112,630

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 55,493

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,201,224

※
 4,162,540
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１.連結の範囲に関する事項の変更 (１)連結範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、リロ少額短期保険株式会社は重要性が増した

ため、連結の範囲に含めております。また、第２四半期連結会計期間より、株式

会社ワールドリゾートオペレーション（平成21年10月15日付けで株式会社

アール・オー・アイより商号を変更しております。）を新たに子会社として

設立し、連結の範囲に含めております。さらに、当第３四半期連結会計期間に

おいては、利楼可信(上海)企業管理諮詢有限公司を新たに子会社として設立

し、また、株式会社ハルインターナショナルの全株式を取得して子会社とした

ため、連結の範囲に含めております。

(２)変更後の子会社の数

　　17社

 

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は4,691千円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の取得による支出」に

含めて表示しておりました「関係会社株式の取得による支出」は、投資有価証券の追加取得に伴い、明瞭性の向上お

よび四半期連結財務諸表における金額的並びに質的重要性を考慮して当第３四半期連結累計期間より区分掲記して

おります。

　なお、前第３四半期連結累計期間における「関係会社株式の取得による支出」の金額は△3,468,032千円でありま

す。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　偶発債務

　　保証債務

 偶発債務

　　保証債務　

 「その他の事業」の家賃保証業務に係る保証極度相当額

であります。

　　保証極度相当額　　　　　　　　　1,489,512千円　

 「その他の事業」の家賃保証業務に係る保証極度相当額

であります。

  保証極度相当額　　　　　　　　　1,194,016千円　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

給与手当 1,405,483千円　

賞与引当金繰入額 61,831千円　

給与手当 1,463,500千円　

賞与引当金繰入額 65,680千円　

――――――― ※２．前連結会計年度において子会社の発行していたクー

ポンに偽造が発生したため、今期の契約を途中で終了

したことによる損失であります。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

※１．販売費及び一般管理費の主な費目と金額は次のとお

りであります。

給与手当 562,272千円　

賞与引当金繰入額 61,831千円　

給与手当 565,421千円　

賞与引当金繰入額 65,680千円　

――――――― ※２．前連結会計年度において子会社の発行していたクー

ポンに偽造が発生したため、今期の契約を途中で終了

したことによる損失であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）
現金及び預金勘定 4,087,361千円
有価証券勘定 113,862千円

現金及び現金同等物 4,201,224千円
 

現金及び預金勘定 4,274,321千円
担保に供している預金 △211,993千円
有価証券勘定 100,212千円

現金及び現金同等物 4,162,540千円
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（株主資本等関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 15,158,720

 

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 900,480

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　提出会社　　24,361千円

  (注）権利行使期間の初日は到来しておりません。 

　

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月28日

取締役会
普通株式 560,859 37平成21年３月31日平成21年６月26日利益剰余金　

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。　

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、第１四半期連結会計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式を900,100株、747,083千円取得いた

しました。なお、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は900,480株、748,252千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）　　　　　　　

 
リロケーショ
ン事業
 （千円）

福利厚生代行
サービス事業
 （千円）

リゾート事業
 （千円）

 その他の事業
 （千円）

計
 （千円）

消去又は全社
 （千円）

連結
 （千円）

営業収益                             

(1）外部顧客

に対する

営業収益

  18,882,4762,054,349488,689266,69021,692,206  - 21,692,206

(2）セグメン

ト間の内

部営業収

益又は振

替高

77,028 11,491 49 21,332109,902△109,902 -

計 18,959,5052,065,840488,738288,02321,802,108△109,90221,692,206

営業利益又は

営業損失(△)
502,093529,239△98,937 66,146998,542△218,115780,427

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）　　　　　　　

 
リロケーショ
ン事業
 （千円）

福利厚生代行
サービス事業
 （千円）

リゾート事業
 （千円）

 その他の事業
 （千円）

計
 （千円）

消去又は全社
 （千円）

連結
 （千円）

営業収益                             

(1）外部顧客

に対する

営業収益

  20,647,0612,016,913649,961375,77523,689,711  - 23,689,711

(2）セグメン

ト間の内

部営業収

益又は振

替高

138,968 5,652 493 25,125170,238△170,238 -

計 20,786,0302,022,565650,454400,90023,859,950△170,23823,689,711

営業利益 632,861553,65064,711 97,0861,348,310△232,6621,115,647

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）　　　　　　　

 
リロケーショ
ン事業
 （千円）

福利厚生代行
サービス事業
 （千円）

リゾート事業
 （千円）

 その他の事業
 （千円）

計
 （千円）

消去又は全社
 （千円）

連結
 （千円）

営業収益                             

(1）外部顧客

に対する

営業収益

56,474,9286,147,0571,966,926967,42165,556,333 - 65,556,333

(2）セグメン

ト間の内

部営業収

益又は振

替高

312,92150,496 49 76,343439,810△439,810
-

 

計 56,787,8506,197,5531,966,9751,043,76465,996,144△439,81065,556,333

営業利益 1,563,9361,502,67678,004217,1343,361,752△704,4992,657,253
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　　　　　　　

 
リロケーショ
ン事業
 （千円）

福利厚生代行
サービス事業
 （千円）

リゾート事業
 （千円）

 その他の事業
 （千円）

計
 （千円）

消去又は全社
 （千円）

連結
 （千円）

営業収益                             

(1）外部顧客

に対する

営業収益

60,968,3026,249,9871,834,1741,270,30370,322,767 - 70,322,767

(2）セグメン

ト間の内

部営業収

益又は振

替高

442,34938,003 493 83,862564,708△564,708 -

計 61,410,6526,287,9901,834,6671,354,16670,887,476△564,70870,322,767

営業利益 1,794,2061,422,707195,564301,3543,713,833△693,0313,020,802

　（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２．事業区分の主要な内容 

事業区分  主要な内容

 リロケーション事業
企業住宅制度の総合アウトソーシング、住居系不動産の管理サービス、赴

任業務の総合アウトソーシング等

 福利厚生代行サービス事業
福利厚生アウトソーシング、ＣＲＭアウトソーシング、シニア向けライフ

サポート等 

 リゾート事業 会員制リゾート事業等

 その他の事業 金融保険事業等

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(自　

平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年

12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。　

　

【海外営業収益】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(自　

平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至平成20年

12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、海外営業収益の記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

  当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　      当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　　　　ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　  　　販売費及び一般管理費　　 9,939千円
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（企業結合等関係）

   該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 988.48円 １株当たり純資産額 892.50円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 85.21円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 132.03円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 1,274,474 1,916,243

普通株主に帰属しない金額（千円）     ―     ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,274,474 1,916,243

期中平均株式数（株） 14,956,542 14,513,546

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 15.10円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 53.55円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　53.55円

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 221,384 763,551

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益（千円） 221,384 763,551

期中平均株式数（株） 14,658,360 14,258,240

　         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　         

四半期純利益調整額（千円）　 － －

普通株式増加数（株）　 － 6
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　当社は、平成22年１月15日開催の取締役会決議に基づき、同日付で株式会社東都の全株式を取得し、完全子会社といた

しました。

(１）株式取得の目的

株式会社東都（以下「東都」）は、賃貸管理および仲介を主力事業として、首都圏でも有数の路線である小田急線お

よび京王線沿線に18店舗を構え、約14千戸の賃貸物件を管理しております。昭和54年の設立以来、地域に密着し、オー

ナーの皆様と強固なリレーションを築き上げると共に、入居者に対して細やかなサービスを提供している他、不動産有

効活用事業として周辺ビジネスも積極的に手掛けるなど、当社グループにはない事業基盤を有し確たる地位を築いてお

ります。今後も、地域に根ざしたサービスを展開し、更なる事業の伸張が期待されます。

東都が当社グループに加わることにより、事業領域を拡大すると共に、東都が強みとしている事業基盤を活かした

様々なサービスの展開と既存サービスの拡充を図るものであります。

(２）株式取得の相手会社の名称

オリックス株式会社

(３）取得した会社の概要

①名称　　　　　株式会社東都

②主な事業内容　賃貸管理・仲介、不動産有効活用事業など

③規模（平成21年９月期）

　売上高　　　4,426百万円

　経常利益　　　409百万円

　当期純利益　　207百万円

　総資産　　　4,398百万円

　純資産　　　1,876百万円

(４）株式取得の時期　

平成22年１月15日

(５）取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

取得した株式数　142,000株

取得価額　2,900百万円

取得後の持分比率　100％

(６）支払資金の調達及び支払方法

銀行借入による一括支払　

　

（リース取引関係）

前連結会計年度末に比べてリース取引残高に著しい変動はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

株式会社リロ・ホールディング

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 猪瀬　忠彦　　㊞

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田博信　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リロ・ホー

ルディングの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日

から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リロ・ホールディング及び連結子会社の平成20年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社リロ・ホールディング

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　正行　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田博信　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リロ・ホー

ルディングの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リロ・ホールディング及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

追記情報

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年1月15日開催の取締役会において、株式会社東都の全株式を取

得することを決議し、同日付けで取得している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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